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九州・沖縄 「老人福祉事業」倒産動向調査（2025 年） 
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202５年の九州・沖縄地区老人福祉事業の倒産件数は 21 件で、２０００年以降、最も多かった

２０２４年の２２件に次いで、過去２番目の高水準となった。負債総額は１６億 1300 万円となり、

1 件あたりの負債額は約 7600 万円と小口倒産が中心となっている近年の傾向と同様の結果

となった。今後も人件費、光熱費などは上昇が見込まれることから、老人福祉事業の倒産は引き

続き高水準で推移するものとみられる。 

 

帝国データバンク福岡支店は、2025 年の九州・沖縄地区「老人福祉事業」の倒産発生状況について調査・分析を行った 

集計期間：2000 年 1 月 1 日～2025 年 12 月 31 日まで  

集計対象：負債 1,000 万円以上・法的整理による倒産   
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九州・沖縄 「老人福祉事業」倒産動向調査（2025 年） 

九州・沖縄地区「老人福祉事業」の倒産、過去２番目の高水準 

 九州・沖縄地区の老人福祉事業は倒産が深刻化し、2025 年は 21 件と過去 2 番目の水準となった。

2024 年の 22 件に続き高水準が続いており、コロナ禍前の２０１９年（９件）と比べると件数は倍増超と

なっている。 

訪問介護などでは、ヘルパー不足や燃料費・物価高騰による運営コスト増が直撃している。１件あたり

の負債額は約７６００万円で、倒産事業者の約 8 割は従業員 10 人未満、資本金 1000 万円未満の事業

者が７割超を占めるなど、経営体力の乏しい小規模事業者の倒産が顕著となっている。 

なお、倒産形態は清算型の「破産」が 9 割以上を占めた。背景には介護報酬の改定は 3 年に一回とな

っているうえ、現状では介護保険収入がガソリン代やエネルギー価格の高騰に追い付かず、収益が圧迫

されていることがあげられる。また、人材確保難や大手や異業種参入による同業者との競争激化がある。

小規模事業者は処遇改善加算などの制度活用も遅れ、生産性向上が難しい状況である。このままでは

「介護難民」発生の懸念が強まり、地域の高齢者福祉を支える基盤が崩れかねない。物価高騰や他産業

との賃金格差の拡大に対応するため、2026 年 6 月に臨時の改定が実施されることが決定した。このよ

うに国や自治体による支援強化なども求められるものの、抜本的な解決は難しく、今後も「老人福事業」

の倒産は高水準で推移するものと思われる。 

 

九州沖縄地区  老人福祉事業  倒産件数・負債額推移  

（年）  

［注］「倒産」：負債 1,000 万円以上の法的整理  

（件）  （百万円）  


